
民生費
35.7%

土木費
14.2%

教育費
11.9%

公債費
11.6%

総務費
10.3%

衛生費
9.9%

議会費
0.7%

その他
5.7% 人件費

26.3%

扶助費

17.7%

物件費

14.6%

繰出金

13.0%

公債費

11.6%

投資的経費

5.1%

その他

11.7%

(児童福祉費や生活保護費など) 

(物品の購入費や光熱費など) 

(各特別会計の事業や赤字

の穴埋めに充てる経費)                                             

（借金の返済金)

【
性
質
別
分
類
】 

 ３月定例議会が 2 月 28 日から 3 月 29 日まで開催されました。本議会で審議された案件

の中から 4 件についてご報告致します。 

１．今年度の税金のゆくえは？ 
 平成17年度予算が予算特別委員会で審査されました。議会最終日に本会議で同委員会
の審査結果が報告され可決されました。今年度の税金の使い道は下のグラフのとおりです。

尚、委員会での各委員の質疑については今月末に各家庭に配布される市議会報（236号）
をご参照下さい。 

 

 

 

 
 

 
 

２．非常勤職員のボーナスと退職金が廃止に 
市役所や市の施設には常勤の職員の他に色々な職種 

の専門職の職員（非常勤職員に当たる）が勤務しています。 
これらの職員に支給されていた特別報酬（ボーナスと退職 
金）を廃止するための議案が全会一致で可決されました。 
 
     【ちょっとひとこと】 
法律では、非常勤職員に対して期末手当（ボーナス）と退職手当（退職金）を支給するこ

とは認められていません。したがって、従前のあり方は職員厚遇と捉えられかねないのみ

ならず、違法性があると考え、本議案に賛成しました。 
これまで議会から、非常勤職員への特別報酬の支給は、違法性があるとの指摘が再三

ありましたが、今回漸く廃止になりました。尚、この特別報酬については、今年に入り、市民

から違法支出の疑いがあるとして返還請求が出され、現在裁判中です。 
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(社会福祉の経費) (保健衛生やごみ処理 

などにかかる経費) 

【
目
的
別
分
類
】 

平成 17年度一般会計予算規模 1013億円(前年度比▲2.6%) 

H15年度支給額 
ボーナス 約 2億 8700万円 
退職金     約 6900万円 



 

３．徒歩通勤者の通勤手当が廃止に 
徒歩通勤者に「靴代」として通勤手当が支給されているとして枚方市他府下 15市の状況

が昨年 11 月に新聞で報道されました。枚方市もこれまで徒歩通勤者に対して月４００円の
通勤手当を支給していました。これを廃止するための議案が全会一致で可決されました。 

【ちょっとひとこと】 
枚方市の場合、交通機関の利用が認められているにもかかわらず、あえて徒歩で通勤

する職員に限定して支給していました。しかしながら、支給根拠が明確でないなど市民に 
とってわかりにくいものになっていました。課題が改善されることになるので、本議案に賛成

しました。 
 

４．市長の調整手当を復元 
５年ほど前、枚方市は財政再建準用団体（＊1）の寸前まで台所事情が苦しくなっていま

した。そこで財政再建緊急対応策を実施し、市長、副市長等、市の特別職の給与のうち調

整手当（給料本給の 10％）（＊2）をカットしました。今回、同手当の復元と給料月額 3％の
削減（今任期中）を内容とする議案が提出され、賛成多数で可決されました。 

                市長     全特別職（８人）総額 
① 調整手当支給の復元による年収の増加額：  187万円       1,198万円 
② 給料月額 3％削減による年収の減少額：     43万円         275万円  
③ 今回の改正による年収の増加額（①－②）：   144万円         923万円 
 

  【ちょっとひとこと】 
行政改革は今後も継続して実施しなければなりませんが、平成 11 年に策定された財政

再建緊急対応策については、その目的は既に達成されています。したがって、給与削減措

置を復元することは妥当だと考え、本議案に賛成しました。 
「市役所の給料は高すぎる」との批判が市民から聞かれますが、これは一般職員の給与

を指すものと思います（＊3）。一般職員についてもこの 1月から 1年間、給料月額の 3％削
減が実施されていますが、このような応急処置ではなく、抜本的な給与制度の改革が必要

だと思います。 
 
＊１ 自治体の赤字額がある一定レベルを超えると財政再建準用団体となり、財政再建計画を策定し国の承認
を受けなければ地方債の発行が制限されます。企業で言えば倒産した状態に例えられます。 

＊2 民間における賃金、物価及び生計費が特に高い地域に勤務する職員に支給される手当。  
＊3 改正後の市長の年収は約 2000万円。ある民間の調査では上場企業社長の平均年収が 4000万円を超
えているというデータもあり、民間と比較して市長の給与が高すぎるとは判断できません。 
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 (枚方市議会議員)     香里団地 D地区在住  
＜所属政党＞ なし ＜経歴＞ うみのほし幼稚園→ 高陵小→ 枚方一中→  

寝屋川高→ 京産大→ 極東貿易（株）→ 現職  ＜趣味＞野球、柔道、旅行  


